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参考資料（議案第17号～第20号）

Ⅰ 補正予算総括表

１ 会計別補正予算額

補正前の額 補正額 計

78,505,240 1,068,000 79,573,240

12,589,140 1,870 12,591,010

705,310 ― 705,310

9,112,890 2,030 9,114,920

（ 保 険 事 業 勘 定 ） 7,982,670 1,950 7,984,620

（介護サービス事業勘定） 1,130,220 80 1,130,300

1,976,020 350 1,976,370

24,383,360 4,250 24,387,610

5,456,600 ― 5,456,600

108,345,200 1,072,250 109,417,450

（単位 千円）

全 会 計 （計）

会 計 区 分

一 般 会 計

国 民 健 康 保 険特

別

会

計 小 計

公 営 企 業 会 計

後 期 高 齢 者 医 療

墓 地 公 園 事 業

介 護 保 険

令和５年度 12 月補正予算案のポイント

・会計年度任用職員の給与改定を取りまとめた人件費を計上したほか、重

点支援地方交付金を活用し、物価高騰の影響を受けた市民や事業者に引

き続き支援を実施するため、補正予算を編成した。

・一般会計の補正予算規模は、10 億 6,800 万円の増額。この結果、今年度

予算額は、795 億 7,324 万円となり、各特別会計、公営企業会計を合わ

せて、全会計補正後の予算額は、1,094 億 1,745 万円。
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Ⅱ 議案第17号 令和５年度浦安市一般会計補正予算（第７号）

１ 歳出予算の補正

補正前の額 補正額 計

10 総 務 費 7,786,840 10,460 7,797,300 国 庫 支 出 金 1,024,740

15 民 生 費 30,981,420 965,240 31,946,660 繰 入 金 158,680

20 衛 生 費 10,873,160 3,260 10,876,420 諸 収 入 △115,420

30 商 工 費 1,548,720 45,560 1,594,280

35 土 木 費 8,143,900 4,370 8,148,270

45 教 育 費 12,485,800 39,110 12,524,910

6,685,400 ― 6,685,400

78,505,240 1,068,000 79,573,240

区 分

合 計

補正額の財源内訳

（△印は減）（単位 千円）

補正されなかった
款に係る額

２ 繰越明許費の補正

追加

15款 民生費

① 電力・ガス・食料品等価格高騰支援給付金給付事業費 840,000千円

② 電力・ガス・食料品等価格高騰支援給付金給付事務費 30,000千円

３ 物価高騰への対策事業 【1,095,850千円】

【財源内訳：国庫支出金 1,024,740千円

（低所得世帯支援枠 870,000千円、推奨メニュー枠 154,740千円）】

【低所得世帯支援枠】

① 電力・ガス・食料品等価格高騰支援給付金給付事業費 840,000千円

② 電力・ガス・食料品等価格高騰支援給付金給付事務費 30,000千円

内容：物価高騰の負担感が大きい低所得世帯（令和５年度非課税世帯）に対

し、１世帯あたり７万円の給付金を支給する。

【推奨メニュー枠】

③ 浦安市障害福祉サービス事業所物価高騰対策支援給付金 380千円

④ 浦安市介護サービス事業所物価高騰対策支援給付金 11,900千円
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⑤ 私立保育所・幼稚園等物価高騰対策支援給付金 11,400千円

⑥ 浦安市貨物運送事業者物価高騰対策支援給付金【新規】 45,350千円

⑦ 浦安市公共交通事業者物価高騰対策支援給付金【新規】 3,800千円

内容：物価高騰の影響を受けている事業者等に対し、運営にかかる経費につい

て、給付金を支給する。

⑧ 私立保育所等給食費臨時補助金（給食費徴収分）【新規】 37,600千円

内容：私立保育所等に通園する保護者負担の軽減を図るため、給食費の実費徴

収費に対し、園を通して支援を行う。

⑨ 市立保育園給食費の免除に伴う歳入予算の更正減【新規】 △7,420千円

⑩ 市立小・中学校給食費の免除に伴う歳入予算の更正減【新規】

△108,000千円

内容：市立の保育園・小学校・中学校における令和６年１月から３月までの給

食について、保護者負担の軽減を図るため、給食費の実費徴収費を免除

する。

Ⅲ 議案第17号～第20号 人件費補正関係

１ 会計年度任用職員給与改定による増額 87,980千円

内訳は以下のとおり。

・期末手当の年間支給率変更に伴う増額分 12,245千円

・報酬の改定に伴う増額(手当含む） 73,361千円

・給与改定に伴う共済費の増額 2,374千円


